
２
０
１
０
年
に
名
古
屋
で
開
催
さ
れ
た
Ｃ
Ｂ
Ｄ
・

Ｃ
Ｏ
Ｐ
１０（
生
物
多
様
性
条
約
第
１０
回
締
約
国
会
議
）

に
お
け
る
「
愛
知
目
標
（
注
１
）
」
の
採
択
を
受
け
て
、
経
団

連
は
経
団
連
自
然
保
護
協
議
会
を
中
心
に
、
日
本
経

済
界
に
お
け
る
「
生
物
多
様
性
の
主
流
化
（
注
２
）
」
の
推
進

に
取
り
組
ん
で
き
た
。
２
０
２
０
年
は
、
愛
知
目
標

の
最
終
年
で
あ
り
、
１０
月
に
は
中
国
の
昆
明
で
開
催

さ
れ
る
Ｃ
Ｂ
Ｄ
・
Ｃ
Ｏ
Ｐ
１５
に
お
い
て
、「
ポ
ス
ト

愛
知
目
標
」
が
採
択
さ
れ
る
見
込
み
で
あ
る
。

本
稿
で
は
、
２
０
２
０
年
２
月
１８
日
に
公
表
し
た

「
生
物
多
様
性
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
〈
２
０
１
９

年
度
調
査
結
果
〉」
の
概
要
を
紹
介
し
つ
つ
、
日
本

経
済
界
に
お
け
る
生
物
多
様
性
の
主
流
化
の
現
状
と

今
後
の
課
題
に
つ
い
て
整
理
し
た
い
。

日
本
経
済
界
の「
生
物
多
様
性
の
主
流
化
」

は
こ
の
１０
年
間
で
大
き
く
進
展

経
団
連
お
よ
び
経
団
連
自
然
保
護
協
議
会
で
は
、

２
０
０
９
年
に
策
定
し
た
「
経
団
連
生
物
多
様
性
宣

言
・
行
動
指
針
」
の
普
及
を
図
る
と
と
も
に
、
２
０

１
１
年
度
か
ら
「
生
物
多
様
性
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー

ト
」
を
毎
年
度
実
施
し
、「
生
物
多
様
性
の
主
流
化
」

の
進
捗
状
況
の
把
握
に
努
め
て
き
た
。
２
０
１
９
年

度
は
、
２
つ
の
視
点
か
ら
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
行
い
、

昨
年
度
よ
り
２９
社
増
の
３
４
０
社
か
ら
回
答
が
寄
せ

ら
れ
た
。

第
１
の
視
点
は
、
愛
知
目
標
の
最
終
年
を
迎
え
る

に
あ
た
り
、
愛
知
目
標
採
択
前
の
２
０
０
９
年
と
２

０
１
９
年
を
比
較
し
、
１０
年
間
の
取
り
組
み
成
果
を

国
内
外
に
発
信
す
る
こ
と
で
あ
る
。
調
査
結
果
の
主

な
ポ
イ
ン
ト
を
以
下
に
紹
介
す
る
。

１.

２
０
１
９
年
に
お
い
て
、「
経
営
方
針
等
に
生

物
多
様
性
保
全
の
概
念
を
盛
り
込
ん
で
い
る
企

業
」
は
７５
％（
２
５
５
社
）、「
生
物
多
様
性
に
関

す
る
行
動
指
針
等
を
自
社
独
自
で
作
成
し
て
い
る

企
業
」
は
５８
％（
１
９
８
社
）、「
生
物
多
様
性
に

関
す
る
情
報
公
開
を
行
っ
て
い
る
企
業
」
は
７４
％

（
２
５
０
社
）で
あ
り
、
い
ず
れ
も
こ
の
１０
年
間
で

倍
増
し
て
い
る
。

２.

生
物
多
様
性
保
全
に
か
か
わ
る
活
動
へ
の
資
源

動
員（
資
金
・
人
的
資
源
の
投
下
）に
つ
い
て
、
国

内
で
は
「
本
業
で
の
取
組
み
」「
社
会
貢
献
活
動
」

と
も
に
６
割
超
の
企
業
が
実
施
し
て
い
る
一
方
、

海
外
で
は
３
〜
４
割
の
企
業
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
国
内
・
海
外
と
も
に
、
こ
の
１０

年
間
で
１
・
６
〜
１
・
８
倍
に
増
加
し
た
。

３.

事
業
活
動
に
伴
う
生
物
多
様
性
へ
の
影
響
に
つ

い
て
、「
把
握
・
分
析
・
評
価
」
の
実
施
や
具
体

的
な
活
動
内
容
を
意
思
決
定
す
る
会
議
体
は
、

「
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
委
員
会
等
の
社
内
専
門
委

員
会
」
が
６６
％
と
最
も
多
く
、
そ
の
責
任
者
は
、

経
営
ト
ッ
プ
あ
る
い
は
担
当
取
締
役
と
す
る
企
業

が
８
割
を
超
え
て
い
る
。

今
後
の
課
題

今
年
度
調
査
を
行
う
に
あ
た
っ
て
の
第
２
の
視
点

は
、
２
０
１
８
年
１０
月
に
９
年
ぶ
り
に
改
定
し
た

「
経
団
連
生
物
多
様
性
宣
言
・
行
動
指
針
」
に
つ
い

て
、
各
社
の
取
り
組
み
状
況
を
把
握
し
、
ポ
ス
ト
愛

知
目
標
に
向
け
た
課
題
を
抽
出
す
る
こ
と
で
あ
る
。

調
査
結
果
か
ら
浮
か
び
上
が
っ
た
主
な
課
題
は
以
下

の
と
お
り
で
あ
る
。

１.

「
経
団
連
生
物
多
様
性
宣
言
・
行
動
指
針（
改
定

版
）」
の
第
１
条
に
「
経
営
者
の
責
務
」
と
し
て

盛
り
込
ま
れ
た
、「
経
営
層
自
ら
の
言
葉
に
よ
る

社
内
外
へ
の
情
報
発
信
」
や
「
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ

「
生
物
多
様
性
の
主
流
化
」の
現
状
と
課
題

―
―「
生
物
多
様
性
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
〈
２
０
１
９
年
度
調
査
結
果
〉」
が
示
す
も
の

（注１）愛知目標：２０５０年に「自然と共生する世界」の実現を目指し、２０２０年までに「生物多
様性の損失を止めるために、効果的かつ緊急的な行動を実施する」ことを目標に掲げている
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ー
と
の
対
話
」
に
つ
い
て
は
、
実
施
企
業
は
そ
れ

ぞ
れ
５
割
に
満
た
な
い
。Ｅ
Ｓ
Ｇ（
環
境
・
社
会
・

ガ
バ
ナ
ン
ス
）経
営
や
「
環
境
統
合
型
経
営
」
の

推
進
に
あ
た
っ
て
は
、
生
物
多
様
性
に
関
し
て
も
、

経
営
ト
ッ
プ
自
ら
の
言
葉
で
広
く
発
信
・
対
話
し

て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

２.

生
物
多
様
性
に
関
す
る
取
り
組
み
に
何
ら
か
の

目
標
を
設
定
し
て
い
る
企
業
は
５５
％（
１
８
８
社
）、

何
ら
か
の
指
標
を
用
い
て
評
価
し
て
い
る
企
業
は

５０
％（
１
７
０
社
）で
あ
る
。
生
物
多
様
性
を
取
り

巻
く
要
因
は
複
雑
か
つ
未
解
明
の
部
分
が
多
く
、

定
量
化
は
極
め
て
困
難
で
あ
り
、
必
ず
し
も
定
量

目
標
・
定
量
指
標
に
拘
る
こ
と
は
な
い
。そ
れ
ぞ
れ

の
地
域
の
特
性
に
応
じ
た
ロ
ー
カ
ル
な
実
践
活
動

に
貢
献
す
る
考
え
方
を
持
つ
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

３.

事
業
活
動
に
伴
う
生
物
多
様
性
へ
の
影
響
に
関

す
る
「
把
握
・
分
析
・
評
価
」
を
行
う
範
囲
に
つ

い
て
、
本
社
の
事
業
活
動
が
５７
％
、
グ
ル
ー
プ
企

業
の
事
業
活
動
が
４３
％
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
が

２４
％
と
な
っ
て
い
る
。
今
後
、
よ
り
多
く
の
企
業

が
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
も
念
頭
に
お
い
て
対
応
す

る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

環
境
統
合
型
経
営
に
向
け

生
物
多
様
性
へ
の
一
層
の
取
り
組
み
を

企
業
が
生
物
多
様
性
に
取
り
組
む
う
え
で
は
、

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ（
持
続
可
能
な
開
発
目
標
）へ
の
貢
献
を
通

じ
て
企
業
の
持
続
可
能
性
や
企
業
価
値
の
向
上
に
つ

な
げ
る
考
え
方
を
持
つ
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
愛
知

目
標
に
掲
げ
ら
れ
た
「
自
然
共
生
社
会
の
構
築
」
は
、

気
候
変
動
対
策
や
資
源
循
環
対
策
も
密
接
に
関
連
し

て
お
り
、
事
業
活
動
の
な
か
に
幅
広
い
環
境
活
動
を

取
り
込
む
「
環
境
統
合
型
経
営
」
に
取
り
組
む
う
え

で
、
生
物
多
様
性
に
も
目
を
向
け
る
こ
と
は
不
可
欠

で
あ
る
。「
経
団
連
生
物
多
様
性
宣
言
・
行
動
指
針

（
改
定
版
）」
や
調
査
結
果
を
参
照
い
た
だ
き
、
生
物

多
様
性
保
全
に
向
け
た
取
り
組
み
の
さ
ら
な
る
推
進
、

深
化
に
役
立
て
て
い
た
だ
き
た
い
。

（
経
団
連
自
然
保
護
協
議
会
事
務
局
）

（注２）生物多様性の主流化：愛知目標の１つであり、生物多様
性の保全と持続可能な利用に配慮した事業活動を推進すること

図表３ 経営者の責務とステークホルダーとの対話

24%20％（67）57％（192）

34%22％（76）43％（146）

49%27％（91）24％（81）

図表２ 把握・分析・評価の範囲
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40%20%0%

グループ企業の
事業活動

サプライチェーン

本社の事業活動

33%23％（77）44％（149）

� 貴社では、貴社の事業活動が生物多様性に及ぼす影響、それに対するアク
ションとその進捗状況について、ステークホルダーと対話していますか。

100%

実施中 検討中・検討予定 未対応 未回答

80%60%40%20%0%

2019年度
（N＝340）

（ ）内は
社数

32%22％（73）46％（157）

� 貴社の経営層は、生物多様性について自らの言葉で社内外に発信してい
ますか。

100%

実施中 検討中・検討予定 未対応 未回答

80%60%40%20%0%

2019年度
（N＝340）

（ ）内は
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13%86％（293）

49%49％（168）

15%84％（286）

32%66％（224）

24%75％（255）

59%39％（131）

29%70％（237）

52%46％（155）

図表１ 企業の経営方針等に盛り込まれている概念
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持
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会
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保
護
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物
多
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性

保
全

自
然
環
境

教
育

「環境統合型経営」で環境と成長の好循環を実現する
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